
インバウンドの中長期戦略について
（観光立国推進戦略会議の提言）

資料３

平成２１年４月２１日

国土交通省 観光庁
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訪日客2,000万人時代の到来

ケース1
UNWTO東アジア
ベースの成長率適用

2010/2000 2020/2010
欧州 3.0% 3.1%

東アジア･太平洋 7.7% 7.4%
米州 3.9% 4.0%
アフリカ 5.6% 5.1%
中東 7.0% 6.7%
南アジア 6.7% 5.8%
合計 4.2% 4.5%

(出所）UNWTO

■ 国際的な大交流時代を迎え、2020年代に訪日客2,000万人時代の実現を目指すべき時期になった。

ケース2
UNWTO全世界
ベースの成長率適用

年
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※ ＵＮＷＴＯ；世界観光機関（World Tourism Organization）



2,000万人時代の訪日客の状況

【２００８年】 【２，０００万人時代のイメージ】

○ ２０１０年に訪日外国人旅行者数が１，０００万人となると
市場規模 ２．５兆円 （波及効果 ５．８兆円）
雇用創出効果 ２１万人 （波及効果 ４７万人）

○ さらに、２０２０年に訪日外国人旅行者数が２，０００万人となると
市場規模 ４．３兆円 （波及効果 １０．４兆円）
雇用創出効果 ３９万人 （波及効果 ８５万人）

○ 旅行消費額の外国人割合 ２００６年５．８％ → ２０２０年１６．３％に
現在のアメリカ（１４．３％）を超え、イギリス（１８．１％）、ドイツ（１７．０％）に迫る。

＜現状＞ 訪日外国人旅行者数：８３５．１万人（２００８年）、消費額：１．５兆円（２００７年度）

○ ２０１０２０１０年年に訪日外国人旅行者数が１，０００１，０００万人万人となると
市場規模 ２．５２．５兆兆円円 （波及効果（波及効果 ５．８兆円）５．８兆円）
雇用創出効果 ２１２１万人万人 （波及効果（波及効果 ４７万人）４７万人）

○ さらに、２０２０２０２０年年に訪日外国人旅行者数が２，０００２，０００万人万人となると
市場規模 ４．３４．３兆円兆円 （波及効果（波及効果 １０．４兆円）１０．４兆円）
雇用創出効果 ３９３９万人万人 （（波及効果波及効果 ８５万８５万人人））

○ 旅行消費額の外国人割合旅行消費額の外国人割合 ２００６年５．８％２００６年５．８％ →→ ２０２０年１６．３％に２０２０年１６．３％に
現在のアメリカ（１４．３％）を超え、イギリス（１８．１％）、ドイツ（１７．０％）に迫る。

＜現状＞ 訪日外国人旅行者数：８３５．１万人（２００８年）、消費額：１．５兆円（２００７年度）
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観光立国推進戦略会議の提言概要

国際交流
（相互理解）

経済活性化
（全国、地域）

訪 日外国人 ２，０００ 万 人時代の実現へ
－ もてなしの心によるあこがれの国づくり （第二の開国）－

●海外プロモーション（日本ブランドの確立）
・プレミアム・デスティネーションとして差別化
・ブランド展開は「多様性」を機軸に
・地方の魅力発信を重視
・重点市場の拡大

●受入体制の整備（円滑、満足、安全な観光）
・関係者の役割分担と計画的協働を
・国の役割（目標設定、環境（基盤）整備、しくみづくり）
－課題例－
・出入国 ・空港/港湾 ・表示/案内 ・景観 ・観光統計整備 等

●観光産業の国際競争力強化（「価格」から「価値」競争へ）
・アジアをはじめとする世界の成長を取り込む企業戦略
・観光関連産業の接遇改善、人材育成

－課題例－
・旅行業： 訪日市場への取組（海外での規制緩和）
・宿泊業： 接遇改善（設備活用、商慣習是正） 等

●国際会議・イベント

・ＭＩＣＥの振興へ対象を拡大、国をあげての推進体制
・国際競争力強化（施設、アクセス等）

連携と協働
（産、官、民）

（ 目 標 ）

（ 施 策の方向 ）

（留意点）

国民運動の
展開

（国際性の涵養）

高質な観光

国家成長戦略として明確に位置付け

を提供する
意識で
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観光立国推進戦略会議メンバー

(座長) 牛尾治朗 ウシオ電機㈱会長

安藤忠雄 建築家、東京大学名誉教授

加賀見俊夫 ㈱オリエンタルランド会長

桑野和泉 ㈱玉の湯代表取締役社長

澤田秀雄 ㈱エイチ･アイ･エス会長

島田晴雄 千葉商科大学学長

須田寛 東海旅客鉄道㈱相談役

富澤秀機 テレビ大阪㈱会長

成田豊 ㈱電通最高顧問

星野佳路 ㈱星野リゾート代表取締役社長

槇原稔 三菱商事㈱相談役

ﾏﾘ･ｸﾘｽﾃｨｰﾇ 異文化コミュニケーター

（五十音順：敬称略）

※政府側出席者

内閣官房長官

観光立国担当大臣

経済財政政策担当大臣

内閣官房副長官

内閣官房副長官補

内閣官房内閣審議官
観光庁長官 他

観光立国推進戦略会議 開催経緯概要

○第１回（平成１６年 ５月２４日）

○第２回（平成１６年 ７月２６日）

○第３回（平成１６年 ９月２２日）

○第４回（平成１６年１０月２９日）

○第５回（平成１６年１１月３０日）
観光立国推進戦略会議報告書とりまとめ（５５の提言）
『国際競争力のある観光立国の推進』

○第６回（平成１７年 ５月２５日）

○第７回（平成１７年１２月１３日）

○第８回（平成１８年１２月２１日）

○第９回（平成１９年 ６月１日）
観光立国推進戦略会議報告書とりまとめ（４５の提言）
『地域が輝く「美しい国、日本」の観光立国戦略』

○第１０回（平成１９年１０月１日）

○第１１回（平成１９年１１月２６日）
『北海道洞爺湖サミットを契機とした北海道・日本の魅力
の世界への発信及び観光振興に関する提言』とりまとめ

○第１２回 （平成２０年６月２０日）
○第１３回（平成２１年３月１３日）

『訪日外国人２，０００万人時代の実現へ訪日外国人２，０００万人時代の実現へ
－ もてなしの心によるあこがれの国づくり（第二の開国） －』

とりまとめ

開催趣旨：観光立国実現のための施策を効果的かつ総合的に実施するため、観光立国関係閣僚会議の下に学識経験者で

構成する観光立国推進戦略会議を開催する。

観光立国関係閣僚会議：内閣総理大臣主催 全閣僚がメンバー

観光立国推進戦略会議について
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